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２．食品表示法 

（定義） 
第二条 この法律において「食品」とは、全ての飲食物（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第一項に規定する医薬品、同条第二項に規定する医薬

部外品及び同条第九項に規定する再生医療等製品を除き、食品衛生法第四条第二項に規定する添加物（第四条

第一項第一号及び第十一条において単に「添加物」という。）を含む。）をいう。 
２ この法律において「酒類」とは、酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二条第一項に規定する酒類をいう。 
３ この法律において「食品関連事業者等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 
一 食品の製造、加工（調整及び選別を含む。）若しくは輸入を業とする者（当該食品の販売をしない者を除く。）

又は食品の販売を業とする者（以下「食品関連事業者」という。） 
二 前号に掲げる者のほか、食品の販売をする者 

（食品表示基準の遵守） 
第五条 食品関連事業者等は、食品表示基準に従った表示がされていない食品の販売をしてはならない。 

（指示等） 
第六条 食品表示基準に定められた第四条第一項第一号に掲げる事項（以下「表示事項」という。）が表示されて

いない食品（酒類を除く。以下この項において同じ。）の販売をし、又は販売の用に供する食品に関して表示

事項を表示する際に食品表示基準に定められた同条第一項第二号に掲げる事項（以下「遵守事項」という。）

を遵守しない食品関連事業者があるときは、内閣総理大臣又は農林水産大臣（内閣府令・農林水産省令で定め

る表示事項が表示されず、又は内閣府令・農林水産省令で定める遵守事項を遵守しない場合にあっては、内閣

総理大臣）は、当該食品関連事業者に対し、表示事項を表示し、又は遵守事項を遵守すべき旨の指示をするこ

とができる。 
２ 次の各号に掲げる大臣は、単独で前項の規定による指示（第一号に掲げる大臣にあっては、同項の内閣府令・

農林水産省令で定める表示事項が表示されず、又は同項の内閣府令・農林水産省令で定める遵守事項を遵守し

ない場合におけるものを除く。）をしようとするときは、あらかじめ、その指示の内容について、それぞれ当

該各号に定める大臣に通知するものとする。 
一 内閣総理大臣 農林水産大臣 
二 農林水産大臣 内閣総理大臣 
３ 表示事項が表示されていない酒類の販売をし、又は販売の用に供する酒類に関して表示事項を表示する際に遵

守事項を遵守しない食品関連事業者があるときは、内閣総理大臣又は財務大臣（内閣府令・財務省令で定める

表示事項が表示されず、又は内閣府令・財務省令で定める遵守事項を遵守しない場合にあっては、内閣総理大

臣）は、当該食品関連事業者に対し、表示事項を表示し、又は遵守事項を遵守すべき旨の指示をすることがで

きる。 
４ 次の各号に掲げる大臣は、単独で前項の規定による指示（第一号に掲げる大臣にあっては、同項の内閣府令・

財務省令で定める表示事項が表示されず、又は同項の内閣府令・財務省令で定める遵守事項を遵守しない場合

におけるものを除く。）をしようとするときは、あらかじめ、その指示の内容について、それぞれ当該各号に

定める大臣に通知するものとする。 
一 内閣総理大臣 財務大臣 
二 財務大臣 内閣総理大臣 
５ 内閣総理大臣は、第一項又は第三項の規定による指示を受けた者が、正当な理由がなくてその指示に係る措置

をとらなかったときは、その者に対し、その指示に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
６ 農林水産大臣は、第一項の規定による指示をした場合において、その指示を受けた者が、正当な理由がなくて

その指示に係る措置をとらなかったときは、内閣総理大臣に対し、前項の規定により、その者に対してその指

示に係る措置をとるべきことを命ずることを要請することができる。 
７ 財務大臣は、第三項の規定による指示をした場合において、その指示を受けた者が、正当な理由がなくてその

指示に係る措置をとらなかったときは、内閣総理大臣に対し、第五項の規定により、その者に対してその指示

に係る措置をとるべきことを命ずることを要請することができる。 
８ 内閣総理大臣は、食品関連事業者等が、アレルゲン、消費期限、食品を安全に摂取するために加熱を要するか

どうかの別その他の食品を摂取する際の安全性に重要な影響を及ぼす事項として内閣府令で定めるものにつ
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いて食品表示基準に従った表示がされていない食品の販売をし、又は販売をしようとする場合において、消費

者の生命又は身体に対する危害の発生又は拡大の防止を図るため緊急の必要があると認めるときは、当該食品

関連事業者等に対し、食品の回収その他必要な措置をとるべきことを命じ、又は期間を定めてその業務の全部

若しくは一部を停止すべきことを命ずることができる。 

第十七条 第六条第八項の規定による命令に違反した者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、

又はこれを併科する。 

第十八条 第六条第八項の内閣府令で定める事項について、食品表示基準に従った表示がされていない食品の販売

をした者は、二年以下の懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

第十九条 食品表示基準において表示されるべきこととされている原産地（原材料の原産地を含む。）について虚

偽の表示がされた食品の販売をした者は、二年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。 

第二十条 第六条第五項の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 


